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　「家族とジェンダー」と政治学
　

田村哲樹（名古屋大学大学院法学研究科教授）

　はじめに

　本稿の目的は、「家族とジェンダー」というテーマが、政治学という学問分野において、

どのように扱われてきたか、また、扱われ得るかについて、検討することである。目的

をこのように述べるということは、「家族とジェンダー」というテーマは政治学のテーマと

しては必ずしも自明ではない、ということである。本稿では、まずこのことを確認した上

で（第 1 節）、それでも政治学においてあり得る「家族とジェンダー」への 3 つのアプロ

ーチについて、日本で代表的と思われる研究のいくつかを取り上げて紹介・検討する（第

2 節～第 4 節）1）。

　3 つのアプローチの主たる違いは、「政治」をどのようなものとして考えているかという

点、そして、それに伴って「家族」を直接の分析対象にしているかどうかという点に求

められる。最も「政治学的」なアプローチは、国家・政府レベルでの「政治」における、「家

族とジェンダー」に関わる政策形成と意思決定に焦点を当てる。この場合、家族そのも

のは、直接の分析対象とはならない（第 2 節）。次に、「統治性」の概念に依拠して「政

治」を国家、社会さらには家族を横断して存在するものとして考えるアプローチは、「政

治」の場を広く捉える点において、第一のアプローチよりも「標準的ではない」アプロー

チである（第 3 節）。最後に、家族そのものに「政治」を見出そうとするアプローチがあ

る。このアプローチは、第二のアプローチ以上に、家族を主たる考察の対象とする。そ

の意味で、このアプローチは、最も政治学的ではない
4 4 4 4

と言える。
 

ただし、本稿は、この

アプローチにおいても、国家・政府は重要な政治ないし民主主義の場として回帰してい

ることも明らかにするだろう（第 4 節）。
 

１．ジェンダー研究における家族の重要性、政治学における国家・政府の重要性

　ジェンダー研究にとって、家族は最も典型的なトピックの一つであろう（上野 2020；

1）　本稿で、それぞれのアプローチの代表として取り上げるのは、日本語での諸研究である。ただし私は、海
外での研究についても、基本的には同じように考えることができるだろうと考えている。なお、特に本稿で
取り上げる武田宏子の研究には、Takeda（2005）をはじめとして、元々英語で出版されたものも多い。なお、
言うまでもなく、本稿で中心的に取り上げる辻、武田、岡野の研究は、たとえ本稿で批判的に言及される場
合があったとしても、いずれも（日本の）政治学におけるジェンダー研究の発展に多大な貢献をなしてきた重
要な研究である。
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落合 1989）。例えば、社会学者の牟田和恵は、2006 年に刊行された著書の冒頭で、「本

書を始めるにあたって、ジェンダー・家族・女性、とまず題したが、このフレーズは、『三

位一体』といってもいいくらいに馴染みで、いま研究の成果として著わし世に問うにはす

でに陳腐なようにも聞こえるに違いない」と書いている（牟田 2006：1）。言うまでもなく、

ジェンダーの問題は、いわゆる公私二元論と密接に関わっており、「家族」はそのうちの

「私的領域」の典型であり、そして、女性は（男性とは異なり）家事・育児あるいは介護

などのケア労働に従事してきた。したがって、社会科学が「ジェンダー」を扱う時、家

族がその典型的な対象となることは、ほとんど自明のようにさえ思われる。

　しかし、政治学においては事情が異なる。例えば社会学において「家族社会学」と

いう分野が存在しているのに対して、「家族政治学」ないし「家族を研究対象とする政

治学」は自明ではない。その理由をひとことで言えば、「家族」は、政治学が通常研究

対象とするような「政治」の場ではないからである。どの学問分野でも事情は同じかも

しれないが、政治学において、「政治とは何か」あるいは「政治学の研究対象は何か」

という問題は、一見基本的であるように見えて、実際にはかなり論争的な問題である。

それにもかかわらず、多くの政治学者は、意識的か無意識的かの違いはあっても、基本

的に国家・政府に関わる現象として「政治」を理解してきたと言える2）。この場合の国家・

政府「に関わる」とは、国家・政府「のみ」とは異なる。政治学は、国家・政府の外部

にあるものや出来事も扱う。典型的には、有権者の投票行動、「社会」集団としての利

益団体、社会運動などである。政治的社会化を研究する場合には、家族などの「私的

領域」も研究対象に含まれる。しかし、政治学がこれらに関心を持つのは、これらが

国家・政府「に関わる」局面においてである 3）。例えば、利益団体や社会運動は、基本

的にはそれらが国家・政府における意思決定に影響を及ぼす限りにおいて、政治学の視

野の中に入ってくる。逆に言うと、それらが国家・政府の意思決定にあまり影響を及ぼ

さない場合には、政治学はこうした「社会」集団にほとんど関心を示さない 4）。かつて政

治学の王道の研究テーマと思われた利益団体研究 5）が、今日ではかつてのようには活発

とは思われないのも、現実の政治における利益団体の影響力の相対的な縮小と関係が

2）　イェンス・バーテルソン（Bartelson 2001＝2006）は、国家・政府批判論でさえも、国家・政府を前提と
してしまう傾向があることを論じている。

3）　都築勉は、政治学が扱うのは「国家と社会の接点もしくは臨界面」だと述べている（都築 2021：59）。
4）　（日本の）政治学では、社会運動について「これまで必ずしも十分に検討されてこなかった」との指摘も

ある（山田 2016：4）。これは、特に日本において、社会運動の国家・政府における意思決定への影響力が、
他のアクターと比べて相対的に弱かった、または、弱いと見なされてきたからではないかと思われる。

5）　その一つの成果として、田口富久治の『社会集団の政治機能』（1969）がある。「社会」集団の「政治」
機能という、この本のタイトルは、政治学の関心をよく表現している。また、田口の研究を中心にして、1950
年代末の日本の政治学における利益団体（圧力団体）研究の活発さを伝えるものとして、大嶽（1999：第2章）
をも参照。1970 年代のコーポラティズム研究の興隆も、利益団体研究の一環と言える。
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あるのではないかと思われる。

　このような政治学の傾向、すなわち「政治」を「国家・政府に関わる現象」として

理解し、そのような現象を研究対象とする傾向を、私は「方法論的国家主義（method-

ological statism）」と呼んでいる（田村編 2019）6）。念のために述べるならば、政治学

における「政治」の定義そのものには、国家・政府が含まれているとは限らない。政治

学において、「政治」は多くの場合、「権力」現象として、あるいは、「集合的決定」の

作成として、または両者を結びつけたものとして定義される（田村ほか 2017：第 2 章）。

その際、「権力」にせよ、「集合的決定」にせよ、定義の段階では、国家・政府レベル

でのそれらだけが念頭に置かれているわけではない。しかし、実際の考察や分析では、

国家・政府「に関わる」事柄が政治学における権力現象であり、集合的決定だというこ

とになる、ということである。

２．「政治学的」な「家族とジェンダー」への接近法―福祉政治研究

　前節で述べたように、政治学が方法論的国家主義を前提としているとすれば、「家族

とジェンダー」という問題は、国家・政府「に関わる」限りで扱われることになる。その

典型は、「家族政策」の形成・実施に関する政治を研究することである。

　このような研究は、しばしば福祉国家・福祉政策の政治学的な研究の一つとして行わ

れる。つまり、福祉政策あるいは家族政策がどのような「政治」のプロセスを経て形成

／再編されたのか、また、そのような形成／再編によってマクロな福祉国家・福祉レジ

ームはどうなったのか、といったことが、政治学の主たる関心となる。とりわけ、前者

の側面は最も「政治学的」な側面であり、しばしば「福祉政治」（宮本 2008）と呼ば

れる。例えば、マクロな福祉国家・福祉レジームの「家族」に注目した把握については、

イェスタ・エスピン－アンデルセンの「脱家族化」指標に基づいた議論が展開されている

（Esping-Andersen 1999 ＝ 2000）。ただし、こうしたマクロな福祉国家・福祉レジー

ムの把握だけならば、それは政治学の専売特許ではない。「政治学的」な視点は、そ

うしたマクロなレベルでの家族に関する福祉政策が、どのような「政治」のプロセスに

よって形成あるいは変化したか、という点に表れる 7）。

　以上のことを踏まえて、ジェンダーの視点を踏まえて福祉国家・福祉レジームの再編を

分析しようとした、辻由希の研究（辻 2012）を見てみよう。辻は日本の福祉レジームを、

6）　もともと「方法論的ナショナリズム（methodological nationalism）」という用語が存在していたが、私の
場合は、より制度的・機構的な意味での国家・政府に焦点を当てるために、「方法論的国家主義」の用語を
用いている。

7）　福祉社会学と福祉政治学の違いについて論じた、田村（2013）も参照。
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新川敏光（2005）の類型に倣って「家族主義福祉レジーム」として捉えた上で、その再

編をめぐる「政治」の中で、「国家と家族の関係および男性と女性の役割分担の在り方

をめぐってどのような政治的対立が生じているのか」、また、「その対立の中でどのような

家族像が提示されているのか」を明らかにしようとする（辻 2012：3-4）。例えば、公的

介護保険の導入においては、家族介護への現金給付（家族介護手当）の是非をめぐって、

政治アクター間に対立が見られた。辻は、この対立をケア費用の家族化／社会化とケア

労働の家族化／社会化という二つの軸に沿って整理している（辻 2012：102-103）。辻は

また、この対立の中で全体としては「家族」と「ケア」（特に介護）との関係がある程度

切り離されることになったことを、政治アクターたちの発言の分析を通じて明らかにして

いる。また、児童手当の拡充をめぐる政治の事例でも、やはりケア費用の家族化／社

会化とケア労働の家族化／社会化という二つの軸に沿った形で、関係する政治諸アクタ

ーの考えが整理されている（辻 2012：128-129）。辻はまた、育児に関する政治アクター

たちの具体的な発言を分析して、（介護とは異なり）育児の場合には、「ケア労働の完全

な社会化までは求められておらず」、「育児責任は家族に残されたとみることができよう」

と述べている（辻 2012：135）。辻はさらに、児童虐待防止、ＤＶ防止法制定、教育基

本法の改正についても事例分析を行っている。

　本稿で確認したいのは、辻の研究が「家族」そのものの研究ではなくて、「家族をめ

ぐる政治」の研究だという点である。そして、その場合の「政治」は、国家・政府の次

元での政治、それを通じて国家法を形成する政治である。ジェンダーについての視点も、

実際の家族において、例えば性別分業がどのようになっているか／変化しているか（い

ないか）というものではなく、政治アクターたちが家族あるいは女性のケア責任について

どのように考えていたか、という点に向けられている。つまり、辻の研究は、確かに「家

族とジェンダー」を主題化しているという点において、標準的な政治学の関心を拡張して

いるのではあるが、その分析対象自体は、標準的な政治学のものである。したがって、

この意味では、辻の研究は極めて「政治学らしい」研究である。その結果として、辻の

研究が扱うのは、家族に関する諸政策（のアイデア）と、それを決定する家族の外部に

ある（通常の意味での）政治となっている 8）。

8）　なお、辻のより近年の研究（辻 2019）では、自民党の女性党員や女性支持者たちの「日常生活」が、雑
誌『りぶる』への投稿の分析を中心に描き出されている。この研究は、家族を含めた「日常生活」の領域が、（通
常の意味での）「政治」の中にどのようにビルトインされているかを明らかにするものである。したがって、こ
の研究は、辻（2012）と比べて、より家族そのものに焦点を当てるものと言える。
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３．国家・政府を超えて政治を理解する―「統治性」概念の適用

　前節で述べたように、通常の「政治学的」な議論では、家族そのものではなく、家族「政

策」が関心の中心となる。その際の「政治」とは、この家族「政策」を、国家・政府の

レベルで形成・決定することである。この場合、政治学は、家族を直接に研究するわけ

ではない。

　それでは、「政治学的」でありながら、ジェンダーの視点も踏まえつつ、家族そのもの

を直接に研究することはできないのだろうか。そのような研究の方向性として、①家族と

国家・政府とを共に一つの「統治性」に関わるものとして捉える研究と、②家族そのも

のにより焦点を当て、場合によっては、家族を国家・政府からは相対的に独立した「政

治」の場として捉える研究とが考えられる。本節では①を取り上げ、②については次節

で論じる。

　家族と国家・政府とを共に一つの「統治性」に関わるものとして捉えるものとして、こ

こでは武田宏子の研究を取り上げる。武田は、資本主義経済と（国民）国家―ある

いは「資本主義社会」―の存続のためには、三つの意味での「再生産」が必要であ

るとする。それらは、「経済的再生産」、「生物学的再生産」、そして「社会―政治的再

生産」である（武田 2016：164-165）9）。武田が、ボブ・ジェソップなどのネオ・マルクス

主義国家論／批判的政治経済学や、とりわけミシェル・フーコーに端を発し、ニコラス・

ローズなどによって発展させられた「統治性（governmentality）」の概念に依拠して強

調するのは、上記のような資本主義経済と国家にとって不可欠な「再生産」が、家族を

含む多様なアクターの協力・協働による「ネットワーク型の政治システム」ないし「ガバナ

ンス」を通じて継続していく、ということである 10）。このような「統治性」ないし（その意

味での）「ガバナンス」において、家族とそのメンバーは、単に国家・政府レベルの「政

治」において形成・決定される政策の適用対象なのではない。家族とそのメンバーは、「統

治性」あるいは「ガバナンス」という形で展開する「政治」のアクターでもある。

　ただし、「統治性」の議論だけでは、それへの抵抗の契機を見出すことはできない。

統治性の議論の下では、家族とそのメンバーは、行為能力（agency）を持った文字通り

の「アクター」というよりも、あらかじめ資本主義社会ないし国家の必要性という観点

から演繹された統治性の論理の「担い手」にとどまるだろう。そこで武田は、「統治の

合理性」に対する「抵抗」の契機を（理論的に）確保しようとする（武田 2019）。そこ

9）　再生産に関する武田の議論は、元々は、Takeda（2005）において論じられている。
10）　ただし、武田は、やはりローズなどの議論に依拠しつつ、（ケインズ主義的）福祉国家以後の時代におい

て、「高度化」した「再生産」が「個人」を対象とするようになることによって、社会全体としての「再生産」
が不安定化していく可能性についても指摘している（武田 2016：173-176）。
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では、レイモンド・ウィリアムスの議論を手がかりとしつつ、人々が日常的に共有してい

る意味を言説的に組み替えていくような「政治的実践」が論じられる（武田 2019：122-

124）。このようにして、前の段落で述べた統治性あるいはガバナンスは、家族をも含む日

常生活の中での「統治に対抗する人々の政治活動」（武田 2019：129）による抵抗とのダ

イナミクスの中に位置づけられるのである。

　以上のような武田の議論には、政治学における標準的な「家族とジェンダー」の扱い

方を逸脱している面がある。彼女の議論では、家族は「家族政策」としてのみ登場する

のではない。そうではなく、武田の議論では、家族はより直接的に検討対象となってい

る。すなわち、家族とそのメンバーは、ある時には「統治性」の担い手として、またあ

る時にはそれへの抵抗のアクターとして、国家・政府とそのアクターと共に（後者の場合

には対抗的に）登場する。つまり、武田の議論では、一方の国家・政府およびそこで活

動する政治家、官僚、利益団体なども、他方の家族とそのメンバーも、統治性あるいは

ガバナンスをめぐる「政治」に関わる政治アクターという点では、（具体的な活動形態や

主張内容は異なっているとしても）共通している。この意味で、武田の議論は、「政治」

を国家・政府を中心として見ようとする政治学の枠を乗り越えたものである。そうである

がゆえに、通常の意味での「政治」を念頭に置く政治学者には、武田の議論がどのよう

な意味で「政治学的」なのかがわかりづらいかもしれない。

　それにもかかわらず、武田の議論には、通常の意味での「政治」を念頭に置く政治学

者にも「わかりやすい」部分もある。それは、「統治性」が「国家の政治システムを合理

的に運営するための手段」（武田 2016：170）であることに由来する。例えば、1950 年

代に始まった「新生活運動」は、その具体的な実践は職場、地域、家族などの場で行

われたものの、同時に政府における「家族計画」というアイデアの提起と関連していた。

そのため、「新生活運動」には予算措置がとられていたほか、その全国組織である「新

生活運動協会」には政治家や（元）官僚、大企業の代表などの通常の意味での「政治」

のアクターたちも名を連ねている（武田 2016：179）。また、「『生と日常生活』の政治」が

論じられた武田（2019）では、1980 年代から 90 年代初頭にかけての自民党政府とその

関係者によるいくつかの政策文書や報告書がそこでの家族の描かれ方・捉えられ方とい

う観点から分析され、「『統治性』の統治技法」（武田 2019：129）が読み取られている。

そして、そのような「統治する側の日常生活への関心」の高まりとの関係で、「生活」を

キーワードとした「統治に対抗する人々の政治活動」が描かれる（武田 2019：129-132）。

それは、「行き詰っていたと考えられていた日本政治をより民主的な方向で革新し、市民

的公共性を再構築するための新たな可能性」を賭けるものであった（武田 2019：130）。

　ここで確認しておきたいことは、これらの武田が扱う事例を、標準的な政治学の枠組
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みで扱うこともできなくはない、ということである。もちろん、事例は同じであっても、「統

治性」概念に依拠しない場合は、当該事例の意味・解釈が異なってくる。しかし、少

なくともトピック自体は、政治学者にも「わかりやすい」面があるのである。確かに、「新

生活運動」の具体的な実践（事例として挙げられるのは、日立造船因島工場である）や、

「ライブリー・ポリティクス」（篠原一）の担い手として挙げられる生活クラブ神奈川の活

動は、国家・政府とは区別された職場、家族、あるいは日常生活全般にも関わっている。

したがって、これらの事例に真剣に注目することは、「政治」の概念の問い直しと、政

治学の研究テーマ・研究対象を拡大することに寄与し得る。逆に言えば、これらの事例

にフォーカスすることは、通常の政治学にとってはあまり馴染みのないことである可能性

も高い。しかし、他方で先に述べたように「新生活運動」は、国家・政府との「協働」

という側面を持っていた。また、生活クラブ神奈川などの「ライブリー・ポリティクス」は、

国家・政府の「統治の技法」との対抗という図式で捉えられることで、政治学的に理解

しやすい現象として表れてくる。さらに言えば、「ライブリー・ポリティクス」における「政

治」も、（それが実現したかどうかは別として）最終的には、国家・政府レベルの「政治」

が（この場合は、主には地方政府かもしれないが）念頭に置かれているように思われる。

武田の記述において、生活クラブで活動していた女性たちの選挙への立候補・政治家と

しての活動が「政治活動」として捉えられているのは、このことを示している。

４．「政治の場としての家族」か？

　最後に、通常の政治学から最も「遠い」「家族とジェンダー」の捉え方について述べよう。

それは、家族そのものの中に「政治」を見出そうとするものである。

　もっとも、家族の中に「政治」を見出そうとすることは、ジェンダー研究にとっては、

特段珍しいことではない。むしろ、第二波フェミニズムの「個人的なことは政治的である」

以来、「個人的」「私的」とされてきた領域に「公的」な「政治」を見出すことは、ジェ

ンダー研究／フェミニズムにとっては標準的なことであったとさえ、言い得るだろう。こ

のようにして「政治」概念を拡張したことは、ジェンダー研究の重要な成果の一つである。

　しかしながら、この「成果」は、なかなか政治学の中に浸透しているとは言えない。

およそ 20 年前に、御巫由美子は、女性学（ジェンダー研究）が「『政治』を広く捉えな

おすことにより、狭義の政治、すなわち公共領域における権力関係、意思決定などを

扱う従来型の政治学と女性学の政治分析との間にはギャップができてしまったのである」

と書いている（御巫 2000：102）。御巫は、女性学が提起する「政治」概念は、「権力

の行使＝政治であるといった、きわめて包括的なイメージ」を持っており、その結果、「政

治現象の多くは、他の社会現象と区別されることがほとんどな」く、「すべての人間関
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係を政治現象として捉える傾向」があると述べる（御巫 1999：31-32）。その結果、政

治学者たちは、「家庭における男女間の力関係といった問題に、研究対象としての正統

性を付与したがらなかった」のである（御巫 1999：32）。

　御巫のこの指摘から、ほぼ 20 年が経過している。しかし、依然として政治学者の多

くは、家族の中で生じるできごとそのものに「研究対象としての正統性を付与したがら」

ないのではないかと思われる 11）。例えば、前田健太郎の『女性のいない民主主義』（前

田 2019）を見てみよう。この本は、「日本の政治学の教科書で紹介されることの多い学

説」（前田 2019：vii）を取り上げ、それらがジェンダーの視点を踏まえると、いかに問

題のあるものとして見えてくるかを包括的に明らかにした著作である 12）。この本の第 1 章

「『政治』とは何か」では、「政治」について、「公共の利益を目的とする活動」であり、「私

的な利益を追求するのではなく、政治共同体の構成員にとっての共通の利益を目指すと

ころに、政治という活動が持つ特徴がある」と書かれている（前田 2019：4）。ここでは、

「公共の利益」「政治共同体」という言葉は用いられているが、「国家」「政府」という

言葉は用いられていない。しかし、この本の後の各章で（政治学の教科書で紹介され

ることの多い学説として）取り上げられジェンダーの視点から批判的に検討されるのは、

基本的に国家・政府に関わるものとしての「政治」現象である。上記のように、前田の

著作は、「日本の政治学の教科書で取り上げられることの多い学説」を（批判的に）取

り上げているのだから、（事実上）国家・政府と関連付けた「政治」理解は、前田自身

のものというよりは、広く（少なくとも日本の）政治学界で共有されているものと言うこと

ができるだろう。つまり、先の御巫の指摘から 20 年が経っても、政治学においては、多

くの場合、家族における「政治」は主要な研究対象となっていないと思われるのである。

　そうした中で、家族そのものを取り上げて論じてきた代表的な論者が、岡野八代であ

る。岡野の著作『フェミニズムの政治学』の目的は、「政治思想・理論を貫通する強固

な論理である公私二元論を批判的に考察し、フェミニズムに潜在する新しい協働性へと

向かう理論的可能性を明らかにすること」である（岡野 2012：2）。この目的を実現する

11）　ちなみに、御巫自身は、「政治」を「政府の諸機関で行われる集合的決定とその実行」として「狭く限
定」して捉えることにすると述べている。その理由として、「狭く限定」された政治理解に依拠している政治
学においてジェンダーの視座の有用性が認められなくてはならないということと、「何から何まで『政治的な
もの』としてしまうと、『政治』という言葉の意味はなくなってしまう」こととが挙げられている（御巫 1999：
32）。後者について、「何から何まで」とされているのは、政治＝権力の行使という政治理解である。私は、「政
治」を権力の行使と同一視するべきではないという点では、御巫に同意する。しかし、政治を「政府の諸機関」
に限定することには異議を唱えたい。「政治」を集合的決定として「狭く」定義した上で、それが行われる
場所や範囲を、国家・政府に限られない多様なものとして捉えていくことは可能だと考えるからである。本稿
第 4 節での議論の他に、田村・近藤・堀江（2020：第 1 章 4、第 2 章 3、第 8 章 3）、田村ほか（2017：第
2 章）、田村（2019）などを参照。なお、御巫の著作とほぼ同時期に、政治学の立場からフェミニズムの「政
治」論の意義を評価したものとして、岩本（2001）がある。

12）　なお、ジェンダー研究者からの批判的評価として、申琪榮による書評がある（申 2020）。
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ために鍵となるのは、「政治的主体」の捉え直しである。すなわち、主流の政治思想・

理論であるリベラリズムにおける「自律的個人」としての主体像を、エヴァ・フェダー・

キテイ（1999 ＝ 2010）の言う「依存関係」にある人 と々して捉え直すことが重要とされる。

　その際に岡野が注目するのが、家族である。なぜなら、「自律的な個人」と「主権

的な主体の論理」は、国家だけでなく個人をも貫いており、その結果、「非－主体的と

みられる存在と、その活動様式」が「家族的なるもの」として抑圧されてきたからであ

る（岡野 2012：138）。したがって、「自律的な個人」と「主権的な主体の論理」を乗り

越えるためには、家族における（あるいは「家族的なるもの」として括られてしまう）「非

－主体的」な（とされてきた）側面を、積極的な意味を持つものとして捉え直す必要が

ある。そこで岡野は、人は家族において、「自律的な個人」としてではなく、「他者」と

の相互依存的な関係性の中にある存在として生きていることを論じていく。この「他者」

とは、「わたしとよく似た他者ではない」。そうではなく、「自分の意識の下で可能な想起

をこえた
4 4 4

思考のなかで、ようやく再会しうるような他者である」（岡野 2012：221―傍点

は原文）。そうだとすれば、そのような「他者」によって構成される家族と、その家族の

構成員間の関係を特徴づけるケアと依存関係こそは、（リベラリズムが目指すような）異

なる善に依拠する人々が、それでも互いを尊重しながら共存していくような社会のモデル

となるべきものである。

「家族を注視することから見えてくるのは、わたしたちの身体性の異なりにより、異

なる形で外的な環境の影響を受けcontingent、異なる程度に他者を必要とする人

びとの依存と、依存関係を中心に結ばれる非暴力的な愛を介した他者への応対の

ありようである。そして、わたしたちは、そうした依存という原初の条件を否定しよ

うもないし、否定するべきではない。

　むしろ、依存する者たちの場、つまり異なる声で語りあい、現在を共有してはい

るが、異なる時間を生きてきた多様な者たちが偶然性に左右されながら集う場を、

より多くのひとが享受しうる社会をいかに構想していけるのかが、問われているので

ある。」（岡野 2012：246）

　以上のような岡野の議論は、「家族」そのものに焦点を当て、かつ、家族における人々

の関係性やその基礎にあるケアの倫理こそが、「政治共同体」においても適用されなけ

ればならないと主張することによって、政治学が家族そのものを扱う一つのあり方を示し

ている。　

　そのことを十二分に評価した上で、それでもあえて指摘するならば、岡野の議論にお
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いて家族それ自体が「政治」の単位として理解されているかどうかは、必ずしも明確で

はないと思われる。ここでは、「ケアの倫理」と民主主義との関係について論じられて

いる最近の論考（岡野 2020）を参照してみたい。この論考で岡野は、国会、外交、官

僚などによって代表される「大文字の政治」と、「日々わたしたちの日常生活を規定す

る、ゴミの収集の在り方や公共交通や公共施設の運営の在り方、日常における家族との

関係、職場の労働環境や人間関係、そして身近な保育・教育の運営をめぐっても働いて

いる権力関係である『小文字の政治』」とについて、「どのような関係にあるのだろうか」

と問うている（岡野 2020：142）。しかし、その後の議論で実際に論じられている「政

治」や「民主主義」は、「大文字の政治（大きな政治）」のレベルでのそれであるように

思われる。例えば、以下のような叙述がある。

「民主主義の原理に従うならば、誰もが関わる、いや、正確にいえば、誰もがその
4 4 4 4 4

受け手である
4 4 4 4 4 4

ケアをめぐるさまざまな決定こそ、民主的な政体において、あらゆる者

に発言の機会が与えられ、ケアをめぐってさまざまな立場にある者たちの声、とり

わけ受け手たちの声がしっかりと聞き取られ、ケアをめぐってさまざまな立場にある

者たちの声、とりわけ受け手たちの声がしっかりと聞き取られ、受け止められ、熟

議の対象とならなければならないはずだ。」（岡野 2020：147）

　ここで述べられていること自体には、全く異論はない。しかし、本稿の関心からは、

同時にここで念頭に置かれている「民主的な政体」が「大文字の政治」のレベルのもの

であることには注意が必要である。つまり、岡野は、確かに家族レベルを含むケアの問

題が、より政治あるいは民主主義によって受け止められるべきだと考えているのである

が、その場合の「政治」や「民主主義」は、国家・政府レベルのそれなのである。

　これを別の言い方で言えば、岡野は実は、「小文字の政治」のレベルでの「民主主義」

については語っていないと思われる。岡野は民主主義（民主政）について、「民衆であ

るすべての者が等しく、全体に関わることを議論し、決定する政体」のことだと書いて

いる（岡野 2020：144）。問題は、この場合の「政体」として何が念頭に置かれているの

かである。標準的な政治学における「政体」が、国家あるいはそれに（質的・規模的に）

類似した政治共同体のことであることに疑いはない。しかし、ケアの倫理の視座から標

準的な政治学に挑戦しようとしている岡野も、民主主義が行われる「政体」が何かにつ

いては、標準的な政治学と基本的には理解を共有している。岡野にとっての問題は、そ

のような意味での、つまり「大文字の政治」としての政体に、よりケアの視座が届けら

れることである。岡野は「政治を真に民主化しようとするならば……ケアに関わるひとた
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ちの声や要請にしっかりと応えられるしくみを備えなければならないのではないか」と問

題提起しているが（岡野 2020：152）、そこにおける「政治の民主化」とは「大文字の政

治」のレベルでのものである。

　以上の議論をまとめよう。岡野の議論は、ケア（の倫理）に注目することで、政治学

が家族それ自体を議論するための道を切り開いた。このことの重要性は強調されるべき

である。他方で、政治あるいは民主主義の単位（ユニット）については、岡野は依然と

して標準的な政治学のそれを念頭に置いている。そのため、最終的には岡野の議論も、

国家・政府レベルの政治・民主主義において、ケアの問題がどのように扱われるか／扱

われるべきか、という議論となっている。

　このような整理に対しては、岡野からの反論が予想される。実際、岡野は、家族など

の私的領域における「集合的な問題解決を行う活動」という意味での「政治」という、新

川敏光らと私の共著の議論（新川ほか 2017：271）13）について、以下のように述べている。

「田村が提示する第三の〔上記の「政治」の―引用者注〕構想は、ケアの倫理を

政治の原理の一つとして構想しようとしてきた筆者からすると、既存のケア配分を中

心とする、公的領域と私的領域を構造化し、ケアに依存する者やケア提供者の多く、

そしてケア関係にある者たちの一部―ケア関係にありながらも、ケア実践を担う

責任から自由な『無責任な特権者』は含まない―を公的領域から排除している現

在の政治状況をさらに強化するようにみえる。」（岡野 2019：94）

　岡野は、フェミニズムが問題にするべきは、これまで「『私』の問題」とされてきたものが、

なぜ「私」とされてきたのか、またそれがもし「公」の問題にされようとしているのだと

すれば、そこにはどのような「政治の力」、つまり「権力」が働いているのか、というこ

とだと述べる（岡野 2019：93）。このような視点を抜きにして、単に「私的」とされてき

た領域にも「公的」な領域と同じ「政治」があり得ると述べたとしても、それは単なる

現状維持か、場合によってはより悪い状態、とりわけケアに関する「自己責任」論（「私的」

なことには各自が「私的」に対応）を強化するに過ぎないのではないか（cf. 岡野 2019：

94）、というわけである。

　岡野の批判あるいは懸念は、私も共有できるものである。だからこそ、岡野が参照し

ている『政治学』（新川ほか 2017）においても、私的領域における（私の意味での）「政治」

を実現するための条件、すなわちこの「政治」に関わる資格のあるアクターたちのエンパ

13）　この意味での「政治」について、かつて「日常的な政治」と表現したこともある（田村 2011）。
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ワーメントの必要性についても述べられている（新川ほか 2017：272）。また、私は、「家

族」の概念自体についても、通常の意味での「家族」に伴う閉鎖的な（その意味で「隠

された」＝「私的」な）イメージを転換するために、通常の意味での「家族」の境界線

を越えた「熟議システムとしての家族」という考え方も提示してきた（田村 2019）。つまり、

家族における政治だからといって、それを文字通りの「家族」の中だけで完結するもの

として理解する必要はない。例えば、通常は家族の外部にあるものである「サバルタン

対抗公共圏」（ナンシー・フレイザー）を、「熟議システムとしての家族」の構成要素とし

ての「公共空間」として捉え直すことができる（田村 2019）。さらには、この発想を発

展させて、国家・政府における審議さえも、やはり「熟議システムとしての家族」におけ

る「公共空間」として捉えることも不可能ではない（Tamura 2020）。

　その上で、あらためて私が提起したいのは、「家族」における（紛争や服従を含む）

現象を、家族外部の要因に還元して理解することができるか（あるいは、適切か）、と

いう問題である。確かに、フェミニズムは「私的」とされる領域や出来事は、公私二元

論によって生み出されるものであると主張してきた。つまり、「私的」な領域における現

象は、「私的」な領域だけを見ていても適切に理解できないのである。「しかし、フェミ

ニズム理論は、そうした変革に向けた活動の負担を課せられる多くが、なぜ私的領域

で主に生きざるを得ない者たちなのかを問おうとしてきたのではないか」という岡野の指

摘も（岡野 2019：94）、この点を突いたものだと言える。

　このことを十分に理解した上で、それでも次の三点を指摘したい。第一に、フェミニ

ズムは同時に私的領域からの（それまでは「取るに足らない」と見なされてきた）問題

提起に光を当ててきたのではないだろうか。「個人的なことは政治的である」には、そ

のような問題関心が含まれていたはずである。これまでの社会において、あるいは日常

生活において、「当たり前」とされてきたことに、その都度その場で
4 4 4 4 4 4 4 4

、問題提起・異議

申し立てを行うことの重要性を、フェミニズムは説いてきたのではないだろうか。ジェー

ン・マンスブリッジの言う「日常的なラディカリズム」である（Mansbridge 1999）。そ

して、そのような「ラディカリズム」が生じることで、「私的」とされる領域におけるこれ

までの（半ば自明視された）ルールや規範が変化していく可能性が生まれる。この可能

性こそ、私的領域における「政治」の可能性である。ある場所や空間（例えば国家）を

「マクロ」と見て、「ミクロ」な場所や空間（例えば家族）をその内部の要素と見る見方は、

理解しやすい見方である。しかし、だからといって、「ミクロ」な場所や空間が、もっぱ

ら「マクロ」な空間によって規定されていると見ることはできない。例えば、「マクロ」な

レベルでの特定の政策形成が、それぞれの「ミクロ」なレベルに同じように作用し、同

じような帰結を生むとは限らない。簡単に言えば、保育所をどれだけ充実させても、だ
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からといって全ての親が保育所を利用するとは限らないし、そのことが全ての親（特に

女性）の労働観と家族観を同じものにするとも限らない。それぞれの親／女性／家族が

どのような育児の仕方を行うかは、最終的には、それぞれの「ミクロ」な場所・空間に

おいて決定されるものであろう。家族などの私的領域は、公私二元論によってジェンダー

不平等に構造化されているとともに、内在的な変化の可能性にも開かれていると考える

べきである 14）。

　第二に、実は岡野自身も、家族のレベルにおける（私の言う意味での）「政治」に類

似した出来事について、共感的に語っている。それは、「家族」を「多様な他者との語

り合いを可能にする場」として捉える議論である（岡野 2012：237ff.）。この議論にお

いて岡野は、「家族の物語り」を、「新しい共同体を模索するための鍵」を示すものとし

て捉える。具体的には岡野は、ノーマ・フィールドの祖母への語りと落合恵子の母への

語りを取り上げている。それは、「同等者であることを前提としない、他者性に開かれ

た物語り、他者の存在をそのままに肯定しようとするコミュニケーション」である（岡野

2012：238）。そのような物語り・コミュニケーションから岡野が読み取るのは、「家族

が『一体不可分の場所』であるどころか、異なる時空を生きる他者たちが壁を抱え込み、

だからこそ、なんとか『ことば』をかわそうとする場」だということである（岡野 2012：

241）。もちろん、岡野は、こうしたコミュニケーションを、直接的に「問題解決」や「決

定」に結びつけてはいない。しかし、このようなコミュニケーションによって、家族のメ

ンバーの間で何かが共有されることで、そうでなければ存在したであろう「問題」が解

決されている、と解釈することはできると思われる。

　最後に、しかし岡野の上記のような「家族」への視点は、「民主主義」論では最終的

に後景に退いてしまっているように思われる。彼女がジョアン・トロント経由で提唱する、

ケアの（再）配分を行う「民主主義」は、本節の最初に述べたように国家・政府レベル

のそれである。そうなってしまうのは、岡野が私的領域に独自の「政治」や「民主主義」

に、少なくとも懸念を抱いているからだと思われる。しかし、その結果として、「政治」や

「民主主義」の話は、結局、国家・政府レベルの話に回帰してしまう。そして、家族や

「私的領域」を、固有に政治や民主主義の場として捉える視点は見失われることになる。

14）　舩橋惠子は、「マクロの社会政策」と「ミクロの家族戦略」との相互規定性について論じている。「マク
ロの社会政策とミクロの家族戦略は、このような循環構造を通じて各国固有の制度形成を推し進めてきたと
見ることができる。国家も家族も共に社会変動を促す主体的行為者（actor）であり、相互に規定し合ってい
る。」（舩橋 2006：212）
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特集２　連続セミナー　家族とジェンダー

　おわりに

　本稿では、「家族とジェンダー」について、政治学がどのように取り扱ってきたのか

を、日本における代表的な研究のいくつかを参照しながら確認してきた。「福祉政治」は、

標準的な意味での「政治」を念頭に置いているという意味で、最も「政治学的」なアプ

ローチである。したがって、「福祉政治」アプローチは、同じテーマを扱っていても、他

の社会科学分野とは異なる政治学の独自性を示しやすい。これに対して、「統治性」の

アプローチは、「政治」を広く社会全般にも関わりのあるものとして捉え直す点に特徴が

ある。その意味で、「統治性」論は、「福祉政治」論よりも政治学を問い直す志向性を

強く有している。しかし、「統治性」論の実際の分析は、国家による政策形成と、それ

への対抗運動に注目する部分が大きい。つまり、「統治性」論の実際の分析においては、

国家と社会との対抗という図式が前景化するため、標準的な政治学から見ても（実は）

あまり違和感のないものとなっている可能性も高い。最後に、ケアの倫理に注目する研

究は、重要なケア・依存関係の場としての家族そのものを論じることで、政治学におけ

る「政治」の概念を根本的に見直そうとするものである。しかし、この議論は、家族が

その外部によって（ジェンダー不平等的に）構造化されている側面を強調することで、政

治や民主主義の主たる場が国家・政府に回帰してしまう可能性も有している。

　以上のようにして、本稿では、「家族とジェンダー」という問題が、政治学にとっては

それほど当たり前の問題ではないことを示そうとしてきた。また、本稿は、政治学にとって、

この問題を真剣に扱うことは、（たとえどのような結論になるにしても）「政治」とは何か

という問題の考察に結びつかざるを得ない、ということも示そうとした。このように、「家

族とジェンダー」と政治学との関係は、論争的な問題を内包しているのである。
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